
郡山市次世代自動車導入補助金交付要綱  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市における燃料電池自動車及び電気自動車（以下「次世代自動車」とい

う。）の普及を促進し、もって地球温暖化対策の推進を図るため、次世代自動車を導入した者に

対する補助金の交付に関して、郡山市補助金等の交付に関する規則（昭和48年郡山市規則第18

号。以下｢規則｣という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(1) 燃料電池自動車 搭載された燃料電池によって駆動される電動機のみを原動機とし内燃 

  機関と併用しない自動車をいう。 

（2）電気自動車 搭載された電池（燃料電池を除く。）によって駆動される電動機のみを原動

機とし内燃機関と併用しない自動車をいう。 

 （対象者等） 

第３条 補助金は、次に掲げる者に対して交付するものとする。 

(1) 市内に住所を有する者（以下「市民」という。） 

(2) 市内に事業所等を有する法人（以下「事業者」という。） 

(3) 前２号に掲げる者に対してリース販売を行うリース事業者（以下「リース事業者」という。） 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者には、補助金を交付しない。 

(1) 郡山市税を滞納している者（リース事業者が申請者の場合は、使用者も含む） 

(2) 郡山市暴力団排除条例（平成24年郡山市条例第46号）第２条に規定する暴力団員、暴力団

員等及び暴力団関係者である者 

(3) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する一般競争入札の参

加者の資格がない者 

(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）又は民事再生法（平成11年法第225号）に基づき、更

生手続開始又は民事再生手続開始の申立てがなされている者 

（対象等） 

第４条 補助金の対象、要件、対象経費及び額は、別表に定めるとおりとする。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（申請者）は、補助金の交付を受けようとする会計年

度の３月15日（休日等の場合はその前の休日等でない日。）までに、郡山市次世代自動車導入補

助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添付して市長に提出するものとする。ただ

し、リース事業者が申請者となる場合は、次世代自動車の使用者に係る第４号様式を含めるも

のとする。 

(1) 事業報告書（第２号様式） 

(2) 収支決算書（第３号様式） 

(3) 同意書兼誓約書（第４号様式） 

(4) 対象の次世代自動車の自動車車検証の写し（電子車検証の場合は自動車検査証記録事項の

写しも含む） 

(5) 申請者本人が契約者となっている売買契約書の写し 

(6) 購入代金全額の支払いが分かるものの写し 



(7) 申請者名義の補助金振込先金融機関の通帳の写し（金融機関名、支店等名、口座番号及び

口座名義人の分かるもの） 

(8) 自動車車検証の使用の本拠の位置が分かるものの写し（次世代自動車の使用者が事業者の

場合に限る。） 

(9) 貸与料金の算定根拠明細書（リース事業者に限る。）（第５号様式） 

(10) リース契約書の写し（リース事業者に限る。） 

 (11) その他市長が必要と認めて指示する書類 

２ 前項に規定する補助金の交付の申請は、補助事業等の実績に基づき精算額で行うものとする。 

（交付の条件） 

第６条 規則第６条第１項第４号に規定するその他必要と認める条件は、補助金に係る帳簿及び

証拠書類を整備し、事業が完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年間保存すること

とする。 

（財産処分の制限） 

第７条 補助金の交付を受けた者は、規則第20条に規定する承認を受けようとするときは、あら

かじめ処分承認申請書（第６号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 規則第20条ただし書に規定する市長が定める期間は、４年とする。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

 この要綱は、令和元年６月19日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年７月22日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月28日から施行する。 



別表（第４条関係） 

補助対象 補助の要件 補助対象経費 補助額 

燃料電池

自動車 

(1)市長が定める期間内に、自家用・事業用別の欄

が「自家用」であり、かつ使用の本拠の位置の

欄が本市内である自動車検査証の初度登録及び

交付を受け、申請者自らが購入代金を全額支払

った新車であること。 

(2) リース事業者が申請者となる場合は、当該補

助による補助金相当額以上が燃料電池自動車の

使用者が負担するリース料に充当されること。 

(3) 自動車販売業者が使用者となる場合は、車両

の販売促進活動に使用されない（同車種の燃料

電池自動車を販売する見込みがない）こと。 

(4) 補助金の交付を受けようとする燃料電池自動

車に対するこの要綱に基づく補助金以外の地方

自治体（県を除く）の補助金、交付金及びその

他これに類するものの交付を受けていないこと

又は交付を受ける予定がないこと。 

車両本体の購入

に係る経費 

補 助 対 象

経 費 以 内

の額とし、

200,000 円

を 限 度 と

し、予算の

範 囲 内 で

定 め る 額

とする。 

電気自動

車 

(1)市長が定める期間内に、自家用・事業用別の欄

が「自家用」であり、かつ使用の本拠の位置の

欄が本市内である自動車検査証の初度登録及び

交付を受け、申請者自らが購入代金を全額支払

った新車であること。 

(2) リース事業者が申請者となる場合は、当該補

助による補助金相当額以上が電気自動車の使用

者が負担するリース料に充当されること。 

(3) 自動車販売業者が使用者となる場合は、車両

の販売促進活動に使用されない（同車種の電気

自動車を販売する見込みがない）こと。 

(4) 補助金の交付を受けようとする電気自動車に

対するこの要綱に基づく補助金以外の地方自治

体（県を除く）の補助金、交付金及びその他こ

れに類するものの交付を受けていないこと又は

交付を受ける予定がないこと。 

車両本体の購入

に係る経費 

補 助 対 象

経 費 以 内

の額とし、

50,000 円

を 限 度 と

し、予算の

範 囲 内 で

定 め る 額

とする。 

 


